
　　条件付き一般競争入札を施行するので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６の規定に基づき

次のとおり告示する。

令和8年7月31日

目黒区長　　青　木　英　二

件名（工事名）

業種

発注方法（単体JV区分）

履行場所

履行期間

契約方法

概要

最低入札参加者数

入札執行回数

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

申込方法

入札参加希望申込期間

質問の方法

質問受付期間

回答の方法

指名競争入札参加者の選定に係る区内業者の認定基準（平成１６年９月７日付
け目総契第５９２号決定）に基づく目黒区内業者認定を受けていること。

発注業種の共同格付がＡ等級からB等級であること。

入札参加資格要件

設計図書等の配付

令和8年8月19日(水)に電子調達サービスにより配付する。

　なお、コンピュータ内に一時保存した設計図書等のデータは、必ず消去するこ
と。また、いかなる理由をもっても他に流出、漏洩、転用することを禁じる。

設計図書等に対する質問がある場合は、電子調達サービスにて提出すること。

　入札参加申し込み時に、以下の事項の全ての要件を満たしていること。

会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申し立て、又は
民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申し立てがなさ
れていないこと。

東京電子自治体共同運営電子調達サービスの建設工事等競争入札参加資格に
おいて、申請先自治体として「目黒区」、申請業種として【０８　電気工事】を登録
していること。

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当していな
いこと。

目黒区競争入札参加者指名停止措置基準(平成２年４月１日付け目総契第７４０
号決定） に定める措置要件に該当しないこと。

目黒区契約における暴力団等排除措置要綱(平成２３年７月２８日付け目総契第
４０７０号決定） に定める措置要件に該当しないこと。

予定価格

１回

27,175,500円

2,470,500円（消費税及び地方消費税相当額）

条件付き一般競争入札

当該施設における以下の工事を行う。
・電灯設備 / 一般照明及び非常用照明の既存撤去・新設
・誘導灯設備 / 誘導灯の既存撤去・新設
・上記工事における施工後の動作確認及び試験調整を行う。
・関係官公庁への届出を行い、検査を受検する。

1者

内訳    24,705,000円（税抜き額）

電子調達サービスによる。

令和8年8月7日(金)10時まで令和8年7月31日(金)10時から

入札参加資格の決定

質問に対する回答書は、電子調達サービスにて供覧する。

入札参加資格の審査結果は、令和8年8月19日(水)に適否を

電子調達サービスによって通知する。

入札参加資格確認通知受領の日から令和8年8月28日(金)10時までとする。

ひまわりプラザ電灯設備改修工事

電気工事

単体

目黒区中央町二丁目23番24号

契約締結日から令和9年3月31日まで



回答供覧期間

入札方法

入札期限

入札金額区分

（１）

（２）

開札場所

落札者の決定日時

落札者の決定及び通知

最低制限価格

入札保証金

契約保証金

前払金

中間前払金

契約条項を示す場所

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

（８）

（９）

契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入力すること。

令和8年9月10日(木)10時まで

令和8年9月2日(水)10時から入札期限まで

開札日時

電子調達サービスによる。

令和8年9月10日(木)10時

積算内訳書の提出

入札参加者は、別途設計図書等と合わせて配付する積算内訳書及び部分内訳書の様式
を参考に作成し、（様式は任意のものでも可とする。）次のいずれかの方法により必ず提出
すること。積算内訳書の提出がない場合は入札を無効とする。

電子入札の「入札書画面」において、資料としてデータファイルを添付する。ファ
イル形式はエクセル、ワード、PDFいずれか、容量は３MB以内とし、A４サイズで
印刷できるものとすること。なお、「入札書画面」において、「送信」ボタンを押下し
た後は、入力内容の変更・確認ができなくなるので、注意すること。

令和8年9月10日(木)１０時から１２時までに総務部契約課契約係（目黒区総合庁舎本館

４階）へ持参する。

その他（留意事項）

入札参加有資格者が、入札までに前記入札参加資格要件（１）から（４）までのい
ずれかを満たさなくなったときは入札に参加できない。

落札者は、申請時に記載した配置予定の技術者を、当該工事の現場に配置する
こと。なお、配置予定技術者の配置ができない状況となった場合は、目黒区と協
議の上、その承諾を得ること。

短期雇用労働者を雇用する場合は、東京都内公共職業安定所の紹介する労働
者を雇用するよう配慮すること。

落札者が、契約までに前記入札参加資格要件（１）から（４）までのいずれかを満
たさなくなったときは、契約の締結はできない。

入札において、事故が起きたときや不正な行為があると認めたときは、入札を中
止し、又は延期する場合がある。その旨は、別途適宜の方法を用いて通知する。

入札に当たっては、別添「競争入札参加者心得【電子調達案件用】」を遵守する
こと。

入札経過調書の公表は、開札日時以降とする。

短期雇用労働者を雇用する場合は、建設業退職金共済制度に加入すること。

工事実績情報サービス（CORINS）に工事の登録を行うこと。

設定する。(予定価格の10分の9.2から10分の7.5までの範囲内。）

免除する。

目黒区総務部契約課契約係

要する。

ただし、内訳書の内容審査を行うため、直ちに落札者を決定するものではない。落札
者の決定まで、データ上は「保留」扱いとする。

令和8年9月10日(木)15時（予定）

電子調達サービス

落札者には電子調達サービスを通じて開札日時以降に通知する。
落札通知を受けた者は、通知を受けた後３営業日以内に建設工事等競争入札参加資格
審査受付票と落札決定通知書の写しを持って総務部契約課契約係（目黒区総合庁舎本
館４階）に来庁すること。

あり。（40％以下、上限なし、10万円未満端数切捨て）

あり。（20％以下、上限なし、10万円未満端数切捨て）


